
申請方法別の必要書類一覧表（個人の場合）

申請方法別に以下のチェックリストを参照し、必要書類を確認してください。

必要書類（通常）

□ 2019年の確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控えで税務署の受付がわかるもの

　※白色申告の場合は確定申告書第一表の控え、個人事業の開業・廃業等届出書又は事業開始等申告書の写し

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（2019年新規開業特例）

□ 2019年の確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控えで税務署の受付がわかるもの

　※白色申告の場合は確定申告書第一表の控えのみ

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 個人事業の開業・廃業等届出書　又は　事業開始等申告書の写し

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（季節性収入特例）

□ 2019年の確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控えで税務署の受付がわかるもの

　※青色申告の場合のみ申請可能（月次の事業収入の記載が必要）

　※対象期間が複数年にまたがる場合は当該年分すべてが必要

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（直前の確定申告が完了していない場合）

□ 2019 年分の住民税の申告書類の控え　又は

2018 年分の確定申告書類等の控え　又は　 2018 年分の住民税の申告書類の控え

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書



必要書類（事業承継特例）

□ 2019 年分の確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控えで税務署の受付がわかるもの

　※白色申告の場合は確定申告書第一表の控えのみ

　※事業承継を行った者の書類

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 個人事業の開業・廃業等届出書の写し

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（罹災特例）

□ 罹災証明書等発行日の前年の確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控えで税務署の受付がわかるもの

　※白色申告の場合は確定申告書第一表の控え、個人事業の開業・廃業等届出書又は事業開始等申告書の写し

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 2018年又は2019年発行の罹災証明書等

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（2020年新規開業特例）

□
2020年の開業した日の属する月から2020年12月までの事業収入（確定申告書第一表における「収入金額等」の事業欄に

記載される額と同様の算定方法による）が記載されており、税理士による記名押印のうえ確認を得た書類（様式は任意）

□ 運転免許証（両面）　又は　個人番号カード（表面のみ）　又は　住民基本台帳カード（表面のみ）　又は

在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面）　又は　住民票の写し　又は　各種健康保険証

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 個人事業の開業・廃業等届出書　又は　事業開始等申告書の写し

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（雑所得、給与所得による確定申告を行った者）

□ 2019年の確定申告書第一表の控えで税務署の受付がわかるもの

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 国民健康保険証の写し

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

以下①から③のうちのいずれか2つの書類

□ 業務委託契約等収入があることを示す書類①（業務委託契約書　又は　契約を締結した当事者間の記名押印のある契約を

締結していたことを証する書類（任意様式））

□ 業務委託契約等収入があることを示す書類②（支払者が発行した2019年分の支払調書　又は　2019年分の源泉徴収票

又は　支払明細書）

□ 業務委託契約等収入があることを示す書類③（申請者名義の通帳の業務委託契約等に基づく報酬が支払われたことがわか

るページの写し）


